社会福祉法人における「公益通報者保護」への取り組み

　内部規程モデル
全国社会福祉施設経営者協議会

第一章 総則

第一条（目的）

本規程は、職員等からの法令違反行為、倫理上問題のある行為などコンプライアンス上問題のある行為（そのおそれのある行為を含む。以下「コンプライアンス違反行為」という。）に関する相談又は通報の適正な処理の仕組みを定めることにより、不正行為等の早期発見と是正を図り、もって、コンプライアンス経営の強化に資することを目的とする。

＊注　「法令違反行為等」では、通報対象が特定されないため定義を明確にした。公益通報者保護法上も、対象となる法令違反のおそれのある行為も含む。

第二章 通報処理体制

＊注　公益通報者保護法の施行により、社会福祉法人においても通報窓口の設置と通報処理体制を構築する必要がある。通報処理体制の明確化のために、「窓口担当者」、「調査担当者」、通報処理に関する意思決定はどこが行うか、「責任者」は誰か、について明確にしておく必要がある。

第二条（窓口）

職員等からの通報を受け付ける窓口を○○に設置する。また、コンプライアンス違反行為に該当するかを確認する等の相談に応じる窓口を○○に設置する。

＊注　内部に通報窓口を設置する場合は、理事や監事等を指定すること等が考えられる。

＊注　外部に通報窓口を設置する場合は、法律事務所や通報受付会社等へ委託することが考えられる。その際、複数の法人共同で窓口を設置することも可能である。
＊注　通報窓口と相談窓口は同一・別々どちらでも構わない。





第三条（通報の方法）

通報窓口及び相談窓口の利用方法は電話・電子メール・ＦＡＸ・書面・面会とする。

＊注　運用上の問題として、利用方法に電話、ＦＡＸを含める場合、通報者の秘密保持に注意が必要である。
＊注　通報として受け付けるのを実名通報に限定するかどうか各法人で検討して明確に定めておく必要がある。
第四条（窓口利用者）

通報窓口及び相談窓口の利用者は当法人の職員（正規職員・嘱託・パート・アルバイトその他当法人と雇用関係を有する者）及びボランティア（以下まとめて「職員等」という）とする。

＊注　退職者と取引事業者の社員については、公益通報者保護法上の「労働者」に該当しないため除外している。退職者や取引先事業者を利用対象者に含める企業も相当数存在し、可能であればそれが望ましいが、モデル規程では範囲に含めていない。
したがって、退職者や取引先事業者にリスク情報を期待できると判断する法人では、利用対象者に含める旨を追加する必要がある。
ただし、範囲に含めない場合でも、退職者等からの通報がある場合には、利用対象者からの通報と同様に処理することが求められる。
＊注　なお、公益通報者保護法上、派遣労働者も保護対象となる。

第五条（不正の目的による通報）

通報者は、事実に反することを知って行う通報、個人的利益を図る目的、誹謗・中傷目的による通報、その他不正の目的による通報を行ってはならない。不正の目的による通報は、本規程に基づく通報には該当しないものとする。

第六条（通報受付の通知）

　窓口担当者は、通報を受けた場合、速やかに通報を受け付けた旨を通報者に通知する。

＊注　通報者を安心させるために、また、公益通報者保護法上、通報者に対し、通報受付より２０日以内に調査開始・不開始につき通知することが求められる。

＊注　起算点を明確にする観点から通知するのが望ましい。

第七条（調査の必要性等の判断）

○○○（窓口担当者又は責任者）は、通報受付後すみやかに、通報内容に関する調査の必要性の有無、その他通報に関する対応を決定する。

＊注　公益通報者保護法上、通報受付後２０日以内に調査開始・不開始につき通報者に報告しなければならず、本条を設定した。
＊注　２条の窓口担当者と７条の責任者については、各法人の実情に応じて定める。窓口　　　　　

担当者と責任者が同一である場合も考えられる。
第八条（調査）

１．通報された内容に関する事実関係の調査は○○○（窓口担当者）、または、責任者が指名した者が行う。 

２．○○○（責任者）は、調査する内容によって、複数のメンバーからなる調査チームを設置することができる。 
＊注　窓口担当者と責任者が同一の場合は、一方を記載
＊注　関連部署のメンバーに限られないため、調査チームとだけ記載。
第九条（協力義務）

当法人の役員、職員等は、通報された内容の事実関係の調査に協力を求められた場合、調査に協力しなければならない。 

＊注　各部署ではなく、役職員に義務を科すものとした。

第一〇条（是正措置等）

調査の結果、コンプライアンス違反行為が確認された場合には、○○○（責任者）は速やかに是正、損失拡大防止、再発防止のために必要な措置を講じなければならない。（なお、必要に応じて、関係行政機関への報告、告発についても検討することとする。）
＊注　本規程において、法人の中の誰が、あるいはどの機関が責任者となるか明確に定め　

ておく必要があり、主体を「法人」とするのでは、通報処理体制としての明確性を欠く。
第十一条（通知）

窓口担当者は、通報者に対して、調査の必要性の有無、調査結果及び前条に基づく措置の実施について、被通報者（その者が不正を行った、行っている又は行おうとしていると通報された者をいう。）のプライバシーに配慮しつつ遅滞なく通知しなければならない。

＊注　「誰が」通知するのか明確にすること

（
第　条（社内処分）

調査の結果、コンプライアンス違反行為が確認された場合には、法人は当該行為に関与した者に対し、就業規則に従って、社内（懲戒）処分を課すことができる。）
＊注　就業規則に社内処分事由として規定する必要がある。よって、ここでは必要不可欠の条項ではない。

第三章 当事者の責務

第十二条（通報者等の不利益取扱いの禁止）

１．通報者あるいは相談者（以下「通報者等」という）が窓口に通報又は相談（以下「通報等」という）したことを理由として、解雇その他いかなる不利益取扱いも受けない。
２．役職員等は、通報等を行ったことを理由として通報者等に対し、いかなる不利益取扱いもしてはならない。
３．○○○（責任者）は、通報者等が通報等を行ったことを理由として、通報者等の職場環境が悪化することのないように、適切な措置を執らなければならない。また、通報者等に対して不利益取扱いや嫌がらせ等を行った者（通報者の上司、同僚等を含む。）に対しては、就業規則に従って処分を課すことができる。

＊注　１項は、通報者が不利益取扱いを受けないとの規定とし、２項は役職員が不利益取扱いをしてはならない旨を規定している。
＊注　３項は、下記の規定も考えられる。
「○○○（責任者）は、通報者等が通報等を行ったことを理由として、通報者等の職場環境が悪化することのないように、適切な措置をとらなければならない。また、通報者等に対して不利益取扱いや嫌がらせ等を行った者（通報者の上司、同僚等を含む。）に対しては、就業規則に従って処分を課すよう懲罰委員会（相当機関）に要請するなど、必要な措置を決定する。」
第十三条（守秘義務）

本規程に定める業務に携わる者、被調査者その他通報等の案件に関与した者（通報者を除く）は、通報された内容及び調査結果その他通報案件に関する情報を、正当な理由なく第三者に開示してはならない。○○○（責任者）は正当な理由なく個人情報を開示した者に対し、就業規則に従って、処分を課すことができる。 
＊注　守秘義務を個人情報に限定する必要はない。
第十四条（通報者の守秘義務）

通報者は、通報の内容を正当な理由なく第三者に開示してはならない。



＊注　公益通報者保護法によれば、調査の必要性がある通報を行ってから２０日を経過しても労務提供先より調査を行う旨の通知がない場合や調査に着手しない場合に行った外部通報は保護対象とされているため、かかる事由がある場合にまで守秘義務を科すべきではないと考えられ、「正当な理由なく」とした。
第十五条（相談又は通報を受けた者の責務） 

窓口担当者に限らず、通報又は相談を受けた者（通報者等の管理者、同僚等を含む。）は、本規程に準じて誠実に対応しなければならない。 

＊注　公益通報者保護法の適用があるのは、窓口への通報に限らず、上司への通報にも適　　　　　　

用される。上司に通報したが適切な対応をとらなかった場合に行われた外部通報は保護対象となる。努力義務ではなく、義務とした。
第四章 付則

第十六条（所管）

本規程の所管はXXX（部署名）とする。 

第十七条（改廃等）

本規程の改廃は、理事会が決定する。また、本規程の運用に際しては、理事長を責任者とする。 

第十八条（施行） 

本規程は平成XX年X月XX日より施行する。

· 本規程例は内閣府が示した内部規程（例）を基に一部修正を加えたものである。


法人の規模や実情に応じて、規定される項目及び範囲は当然に変わると考えられます。また、本規程案は、各事業者においての追加的な通報処理の仕組みに関する規定の策定、運用を妨げるものではありません。
＊注記は、各条文の解説・ポイント等を示したものです。











